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本 DISCUSSION PAPER は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見を
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要旨 

本稿においては、科学技術政策研究所が 2011 年に実施したアンケート調査等に基づいて構築

された、大学発ベンチャー457 社を含むデータベースを用いて、大学発ベンチャーの海外展開志

向の強さに、そのベンチャーの持つ技術志向の強さや公的支援を受けた経験の有無、ベンチャー

企業の立地する地域の特性、設立母体となった大学の研究水準がどのような影響を与えているの

かを、順序ロジットモデルを用いて分析した。分析結果から、１）技術志向の強い大学発ベンチャー

ほど海外展開志向が強くなること、２）公的支援を受けた経験を持つ大学発ベンチャーほど強い海

外展開志向を持つこと、３）大学発ベンチャーの立地する地域において輸出を行う中小企業の割

合が高いほどベンチャーの海外展開志向も強くなること、４）大学発ベンチャーの設立時に関係し

た母体大学の研究水準が高いほど大学発ベンチャーの海外展開志向が強いことが示された。 

 

 

Determinants of Academic Startup’s Orientation toward International Business 

Expansion 

Shinya Suzuki and Hiroyuki Okamuro  

3rd Policy-Oriented Research Group,  

National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP), MEXT 

ABSTRACT 

This study explores the determinants of orientation toward international business expansion by 

academic startups, focusing on their technological capabilities, availability of public support, 

regional characteristics of their location, and research standards of their parent universities. Based 

on unique survey data of 457 academic startups in Japan and by estimating an ordered logit model, 

we find that academic startups are strongly oriented toward expanding its business internationally 

if they have high technological capabilities, received public support, are established in locations 

with a high ratio of exporting small firms, or are affiliated with a parent university with an 

excellent level of research. 
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概要概要概要概要    

 

１．背景・目的１．背景・目的１．背景・目的１．背景・目的    

近年、大学で発達した高度な知識から生み出された技術を商業化することで起業を行う大

学発ベンチャーの経済全体における存在感が高まってきている。その一方で、2000 年代半

ばからは清算・解散等により事業を中止するベンチャーも増えてきており、限られた経営資

源を用いて事業を継続的に発展させるため、様々な経営上の方策が求められている。その中

の一つとして、売上を増やすために販路を海外市場に求めたり、国際的な技術交流を通じて

自社の製品開発力に磨きをかけるといったように、海外展開を通じて企業としての競争力を

高めることが考えられ、多くの大学発ベンチャーが海外展開に関心を持っている。しかしな

がら、通常のベンチャー企業とは異なる性格を持つと考えられる大学発ベンチャーの海外展

開がどのような要因に影響を受けるのかに関しては、ほとんどわかっていない。そこで、本

稿においては、大学発ベンチャーの技術志向、公的支援利用経験の有無、立地する地域（都

道府県）の特性、ベンチャー設立時に関係した大学の研究水準に焦点を絞り、それぞれが当

該ベンチャーの海外展開志向の強さにどう影響するかを検証した。 

    

２．データ・分析方法２．データ・分析方法２．データ・分析方法２．データ・分析方法    

ベンチャー企業の国際化に関する先行研究を調査し、その内容を考察した上で、以下の

４つの仮説を設定した。 

 

仮説１：強い技術志向を持つ大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強い。 

仮説２：公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強い。 

仮説３：国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域に立地する大学発ベンチャ 

ーほど海外展開への志向性が強い。 

仮説４：研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が 

強い。 

 

その後、『大学等発ベンチャー調査 2011』（科学技術政策研究所調査資料 No.205）等の情

報を用いて構築した、457 社の大学発ベンチャーを含むデータベースを用いて、これらの仮

説の検定を行った。なお、分析サンプルとなる大学発ベンチャーは『大学等発ベンチャー

調査 2011』において調査された大学等（大学および独立行政法人研究所）発ベンチャーの

うち、独立行政法人研究所に関係するベンチャーを除いたものとなっている。 

手法としては、各大学発ベンチャーの海外展開志向の強さを 4 段階に分類し、その強さ

に各仮説に対応する要因（①大学発ベンチャーの技術志向、②公的支援利用経験の有無、

③立地する地域の輸出中小企業比率、④母体大学の研究水準）がどのように影響している

のかを、順序付けされた選択肢からの選択に影響する要因を分析するための回帰分析手法
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である順序ロジットモデルを用いて推計した。 

 

分析に使用した主な変数は以下のようになっている。 

 

・・・・大学発ベンチャーの海外展開志向の強さ（被説明変数）大学発ベンチャーの海外展開志向の強さ（被説明変数）大学発ベンチャーの海外展開志向の強さ（被説明変数）大学発ベンチャーの海外展開志向の強さ（被説明変数）    

『大学等発ベンチャー調査 2011』において、海外展開を今後実施する意思があるかどう

か、あるいは既に実績があるかどうかを問う質問に対する回答が「既に海外展開を実施済

み」の場合、「海外展開志向が非常に強い」と見なし４、「今後１年以内に実施予定」また

は「今後２，３年で実施予定」の場合、「海外展開志向が強い」と見なし３、「いつかは実

施してみたい」の場合、「海外展開志向が弱い」と見なし２、「実施を考えてみたことはな

い」の場合、「海外展開志向が非常に弱い」と見なし１とした。 

 

・・・・技術志向（仮説１）技術志向（仮説１）技術志向（仮説１）技術志向（仮説１）    

『大学等発ベンチャー調査 2011』の中で、「過去に自社で特許出願経験あり」と回答し、

かつ「自社で研究開発をしている」と回答したベンチャーは技術志向が強いと見なし１、

それ以外のベンチャーは技術志向が弱いと見なし０の値を取るダミー変数とした。 

 

・・・・公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験（仮説２）（仮説２）（仮説２）（仮説２）    

『大学等発ベンチャー調査 2011』の中で、「過去に国や地方自治体、大学等や関連の団体

による公的支援を利用したことがある」と回答したベンチャーは１、それ以外のベンチャ

ーは０の値を取るダミー変数とした。 

 

・・・・立地する地域の輸出中小企業比率（仮説３）立地する地域の輸出中小企業比率（仮説３）立地する地域の輸出中小企業比率（仮説３）立地する地域の輸出中小企業比率（仮説３）    

大学発ベンチャーの立地する地域における中小企業の輸出企業比率を用いた。具体的に

は、『2012 年版中小企業白書』（中小企業庁, 2012）に示されている、2008 年時点での、中

小製造業における、（本社の所在する）都道府県の輸出企業割合（パーセント）を利用した 。 

 

・・・・母体大学母体大学母体大学母体大学の研究水準（仮説４）の研究水準（仮説４）の研究水準（仮説４）の研究水準（仮説４）    

『大学等発ベンチャー調査 2011』において、各ベンチャー企業が回答している「起業時

に最も関係した大学」を各ベンチャーの母体大学と見なした上で、『研究論文に着目した日

本の大学ベンチマーキング 2011』（科学技術政策研究所調査資料 No.213）に基づき、1997

年から 2011 年の期間の、自然科学分野における、各大学の総論文数に占める、被引用回数

の多い論文数の割合の平均値を、各大学の研究水準と見なし、その数値が上位 25%に入る

大学を母体大学とするベンチャーは１、それ以外のベンチャーは０の値を取るダミー変数

とした。 
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これらに加え、コントロール変数として、従業員数を用いて測定した企業規模、企業年

齢、過去の黒字化経験ダミー、業種ダミーを含めて推計を行った。 

 

 

３．分析結果３．分析結果３．分析結果３．分析結果    

（１）（１）（１）（１）強い技術志向強い技術志向強い技術志向強い技術志向を持つ大学発ベンチャーを持つ大学発ベンチャーを持つ大学発ベンチャーを持つ大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

推計結果は、強い技術志向を持つ大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強いこと

を示唆している。例えば、推計に使用したモデルをもとに、大学発ベンチャーの技術志向

の強さがその海外展開志向に与える影響を見たものが概要概要概要概要図表１図表１図表１図表１である。これは、他の変数

をサンプル中の平均値に設定した上で、技術志向の強さに関する変数だけを技術志向が弱

い（0）から技術志向が強い（1）に変化させた際に、予測される海外展開志向の強さが４

つのカテゴリーのそれぞれとなる確率がどのように変化するかを示したものである。これ

を見ると大学発ベンチャーの技術志向が強いと、「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海

外展開志向が強い」と予測される確率が上昇していることがわかる。 

 

概要図表１概要図表１概要図表１概要図表１    技術志向と海外展開志向技術志向と海外展開志向技術志向と海外展開志向技術志向と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    
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（２）公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー（２）公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー（２）公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー（２）公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

推計結果は、公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が

強いことを示唆している。例えば、推計に使用したモデルをもとに、大学発ベンチャーの

公的支援利用経験の有無がその海外展開志向に与える影響を見たものが概要図表２概要図表２概要図表２概要図表２である。

これは、他の変数をサンプル中の平均値に設定した上で、公的支援に関する変数のみを利

用経験なし（0）から利用経験あり（1）に変化させた際に、予測される海外展開志向の強

さが４つのカテゴリーのそれぞれとなる確率がどのように変化するかを示したものである。

これを見ると大学発ベンチャーが公的支援を利用すると、「海外展開志向が非常に強い」あ

るいは「海外展開志向が強い」と予測される確率が上昇していることがわかる。 

 

概要図表２概要図表２概要図表２概要図表２    公的支援利用経験と海外展開志向公的支援利用経験と海外展開志向公的支援利用経験と海外展開志向公的支援利用経験と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

 

 

 

（３）（３）（３）（３）中小企業が中小企業が中小企業が中小企業が輸出輸出輸出輸出を行っているを行っているを行っているを行っている比率の高い比率の高い比率の高い比率の高い地域に立地する大学発ベンチャー地域に立地する大学発ベンチャー地域に立地する大学発ベンチャー地域に立地する大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開    

への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

推計結果は、中小企業が輸出を行っている比率の高い地域に立地する大学発ベンチャー

ほど海外展開への志向性が強いことを示唆している。例えば、推計に使用したモデルをも

とに、大学発ベンチャーの立地地域の特性がその海外展開志向に与える影響を見たものが

概要図表概要図表概要図表概要図表３３３３である。これは、他の変数をサンプル中の平均値に設定した上で、ベンチャーの

立地都道府県の輸出中小企業比率（パーセント値）に関する変数だけをサンプル中の最低

値（0.7、北海道）から最高値（4.6、神奈川県）に変化させた際に、予測される海外展開志
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向の強さが４つのカテゴリーのそれぞれとなる確率がどのように変化するかを示したもの

である。これを見ると大学発ベンチャーが輸出中小企業比率の高い都道府県に立地すると、

「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海外展開志向が強い」と予測される確率が上昇

していることがわかる。 

 

概要図表３概要図表３概要図表３概要図表３    地域における輸出中小企業比率と海外展開志向地域における輸出中小企業比率と海外展開志向地域における輸出中小企業比率と海外展開志向地域における輸出中小企業比率と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

 

 

 

（（（（４４４４））））研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

推計結果は、研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほど海外展開への志向

性が強いことを示唆している。例えば、推計に使用したモデルをもとに、大学発ベンチャ

ーの研究水準がその海外展開志向に与える影響を見たものが概要図表概要図表概要図表概要図表４４４４である。これは、他

の変数をサンプル中の平均値に設定した上で、母体大学の研究水準に関する変数だけを下

位 75%校（0）から上位 25%校（1）に変化させた際に、予測される海外展開志向の強さが

４つのカテゴリーのそれぞれとなる確率がどのように変化するかを示したものである。こ

れを見ると大学発ベンチャーの母体大学の研究水準が高いと、「海外展開志向が非常に強い」

あるいは「海外展開志向が強い」と予測される確率が上昇していることがわかる。 
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概要図表４概要図表４概要図表４概要図表４    母体大学研究水準と海外展開志向母体大学研究水準と海外展開志向母体大学研究水準と海外展開志向母体大学研究水準と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

 

 

 

（５）公的支援が大学発ベンチャーの（５）公的支援が大学発ベンチャーの（５）公的支援が大学発ベンチャーの（５）公的支援が大学発ベンチャーの海外展開海外展開海外展開海外展開志向を促進するのは、資金的及び物的な支援を受志向を促進するのは、資金的及び物的な支援を受志向を促進するのは、資金的及び物的な支援を受志向を促進するのは、資金的及び物的な支援を受    

けた場合に限られる。けた場合に限られる。けた場合に限られる。けた場合に限られる。    

公的支援の内容を①資金的支援、②アドバイス、③施設・設備、土地等の支援、④その

他の支援に分類し、どのような内容の公的支援が大学発ベンチャーの海外展開に影響を与

えたのかを調べたところ、資金的な支援を受けた場合及び施設・設備・土地等の支援を受

けた場合のみ、海外展開志向の強さに有意に正の影響を与えていることがわかった。例え

ば、推計に使用したモデルをもとに、大学発ベンチャーの受けた各種の公的支援がその海

外展開志向に与える影響を見たものが概要図表５概要図表５概要図表５概要図表５である。これは、他の変数をサンプル中の

平均値に設定した上で、各種の公的支援に関する変数だけを「なし」（0）から「あり」（1）

に変化させた際に、予測される海外展開志向の強さが４つのカテゴリーのそれぞれとなる

確率がどのように変化するかを示したものである。これを見ると大学発ベンチャーが資金

的及び物的な支援を受けた経験がある場合には、「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海

外展開志向が強い」と予測される確率が上昇していることがわかる。 
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概要図表５概要図表５概要図表５概要図表５    支援内容別に見た公的支援利用経験と海外展開志向支援内容別に見た公的支援利用経験と海外展開志向支援内容別に見た公的支援利用経験と海外展開志向支援内容別に見た公的支援利用経験と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）国立大学発ベンチャーでは（６）国立大学発ベンチャーでは（６）国立大学発ベンチャーでは（６）国立大学発ベンチャーでは強い技術志向強い技術志向強い技術志向強い技術志向や研究水準の高い母体大学を持つことが海外展や研究水準の高い母体大学を持つことが海外展や研究水準の高い母体大学を持つことが海外展や研究水準の高い母体大学を持つことが海外展    

開志向を強め、私立大学発ベンチャーでは公的支援が開志向を強め、私立大学発ベンチャーでは公的支援が開志向を強め、私立大学発ベンチャーでは公的支援が開志向を強め、私立大学発ベンチャーでは公的支援が海外展開志向を強める。海外展開志向を強める。海外展開志向を強める。海外展開志向を強める。    

大学発ベンチャーの海外展開志向に影響を与える諸要因の働きが、国立大学と私立大学

で異なるかどうかについて、両者を区別したサンプルを用いて分析したところ、国立大学

発ベンチャーでは技術志向が海外展開志向の強さに非常に強い正の影響を与えている一方、

私立大学発ベンチャーでは有意な影響を与えていなかった。反対に、公的支援の利用経験

の有無は、国立大学発ベンチャーでは海外展開志向の強さに有意な影響を与えていないが、

私立大学発ベンチャーでは有意な正の影響を与えていた。 

国立大学発ベンチャーのサンプルを用いて、他の変数をサンプル中の平均値に設定した

上で、技術志向の強さに関する変数だけを技術志向が弱い（0）から技術志向が強い（1）

に変化させてみると、「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海外展開志向が強い」と予

測される確率が上昇している一方、公的支援に関する変数のみを利用経験なし（0）から利

用経験あり（1）に変化させた際には、海外展開志向の強さに大きな変化は見られないこと

がわかる。 

他方、私立大学発ベンチャーのサンプルを用いて、同様の分析を行うと、他の変数をサ

ンプル中の平均値に設定した上で、技術志向の強さに関する変数だけを変化させた際には、

海外展開志向の強さに大きな変化は見られないが、公的支援に関する変数のみを変化させ

た際には、「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海外展開志向が強い」と予測される確

率が上昇していることがわかる（概要図表概要図表概要図表概要図表６６６６）。 
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概要図表概要図表概要図表概要図表６６６６    国立大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャーごとに見た技術志向・公的支援利用国立大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャーごとに見た技術志向・公的支援利用国立大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャーごとに見た技術志向・公的支援利用国立大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャーごとに見た技術志向・公的支援利用    

経験経験経験経験と海外展開志向と海外展開志向と海外展開志向と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

    

技術志向技術志向技術志向技術志向    

 

国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー                                                                私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー    

 

公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験 

    

国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー国立大学発ベンチャー                                                                私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー私立大学発ベンチャー    

    

    

    

    

（７）設立後十分に時間の経過したベンチャーでは、（７）設立後十分に時間の経過したベンチャーでは、（７）設立後十分に時間の経過したベンチャーでは、（７）設立後十分に時間の経過したベンチャーでは、設立後日の浅いベンチャーに比べ、設立後日の浅いベンチャーに比べ、設立後日の浅いベンチャーに比べ、設立後日の浅いベンチャーに比べ、ベンチャベンチャベンチャベンチャ

ー自身の技術志向が海外展開志向をー自身の技術志向が海外展開志向をー自身の技術志向が海外展開志向をー自身の技術志向が海外展開志向をより大きくより大きくより大きくより大きく強める。強める。強める。強める。    

大学発ベンチャーの海外展開志向に影響を与える諸要因の働きが、大学発ベンチャーの

設立後経過した時間によって異なるかどうかについて、設立後 5 年以内のグループと 6 年

以上経過したグループに区別したサンプルを用いて分析したところ、設立後 5 年以内の企

業年齢の若いベンチャーでは公的支援利用経験および母体大学の研究水準がより強く影響

しているが、6 年以上経過しているベンチャーでは技術志向が強く影響していることがわか
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った。例えば、推計に使用したモデルをもとに、サンプル企業を設立後 5 年以内のグルー

プと 6 年以上経過したグループに分けた上で、大学発ベンチャーの技術志向がその海外展

開志向に与える影響を見たものが概要図表７概要図表７概要図表７概要図表７である。これは、他の変数をサンプル中の平均

値に設定した上で、技術志向の強さに関する変数だけを技術志向が弱い（0）から技術志向

が強い（1）に変化させた際に、予測される海外展開志向の強さが４つのカテゴリーのそれ

ぞれとなる確率がどのように変化するかを示したものである。これを見ると、設立後 6 年

以上経過したグループでは、設立後 5 年以内のグループに比べ、大学発ベンチャーの技術

志向が強いと、「海外展開志向が非常に強い」あるいは「海外展開志向が強い」と予測され

る確率が、より大きく上昇していることがわかる。 

 

概要図表７概要図表７概要図表７概要図表７    設立後の経過時間ごとに見た技術志向と海外展開志向設立後の経過時間ごとに見た技術志向と海外展開志向設立後の経過時間ごとに見た技術志向と海外展開志向設立後の経過時間ごとに見た技術志向と海外展開志向の関係の関係の関係の関係    

 

技術志向技術志向技術志向技術志向    

 

設立後設立後設立後設立後 5555 年以内年以内年以内年以内                                                                            設立後設立後設立後設立後 6666 年以上年以上年以上年以上    

    

    

    

 

４４４４．政策的含意．政策的含意．政策的含意．政策的含意    

 本研究の結果から、以下のような政策的インプリケーションが得られる。まず、技術志

向の強い大学発ベンチャーや研究力に優れた大学から生まれたベンチャーの中には潜在的

に海外展開に意欲を持つ企業が多数存在すると思われるため、それらのベンチャーが海外

展開を計画する際にその障害となる条件を取り除くことで、国際的に活動するベンチャー

企業の成長を促進することができると考えられる。 

また、一般に、公的支援は大学発ベンチャーの海外展開の助けになると考えられるが、

分析結果から、そのような効果がより強く期待できるタイプのベンチャーとそれほど影響

しないベンチャーが存在すると考えられる。具体的には、例えば、私立大学発のベンチャ
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ーは、公的支援を受けることで海外展開を行おうとする意欲が大きく上昇する可能性が高

い。その際には、資金的・物的な公的支援を供与すると、ベンチャーの海外展開意欲を促

進する効果がより高いものと思われる。 

さらに、分析結果から、国際ビジネスに従事する中小企業の比率が高い地域に立地する

大学発ベンチャーは高い海外展開意欲を持っていることが示されたが、この理由として、

輸出を行っている中小企業比率の高い大都市圏や滋賀県・福井県などでは（参考図表参照参考図表参照参考図表参照参考図表参照）、

中小企業が国際ビジネスを行う際に必要となるサービス、インフラストラクチャーあるい

はビジネスネットワークが豊富に存在している可能性が考えられる。このことを逆に考え

れば、国際ビジネスを効率よく行うための立地環境に恵まれない大学発ベンチャーが海外

展開を目指している際に、必要な情報や国際業務支援サービスとの適切なマッチングを公

的機関が行うことで、そのようなベンチャーの海外展開を促進する効果が高くなるかもし

れない。 

 

 

（参考（参考（参考（参考図表図表図表図表））））    都道府県別の輸出企業数及び輸出企業割合（中小製造業）都道府県別の輸出企業数及び輸出企業割合（中小製造業）都道府県別の輸出企業数及び輸出企業割合（中小製造業）都道府県別の輸出企業数及び輸出企業割合（中小製造業）    （『（『（『（『2012201220122012 年版中小年版中小年版中小年版中小    

企業白書』企業白書』企業白書』企業白書』    付注付注付注付注 2222----2222----2222 を転載を転載を転載を転載））））    
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１．１．１．１．はじめにはじめにはじめにはじめに    

近年、各国において、大学で発達した高度な知識から生み出された技術を商業化すること

で起業を行う、いわゆる大学発ベンチャーの設立が盛んである。日本においても、大学等発

ベンチャーの経済全体における存在感は高まってきている。大学発ベンチャーは、高度な学

術研究の成果を事業化していることが多いため、革新的な製品やサービスを提供することが

できること、また雇用や原材料調達などの面で地域経済に密着しているため、企業規模に比

して地域経済への影響が大きいこと、などが指摘されている（Shane, 2004）。その一方で

2000 年代半ばからは清算・解散等により事業を中止するベンチャーも増えてきている（小

倉・藤田, 2012）。限られた経営資源を用いて事業を継続的に発展させるためには、様々な

経営上の方策が求められている。その中の一つとして、海外展開を通じて企業としての競争

力を高めることも考えられる。例えば、売上を増やすために販路を海外市場に求めたり、国

際的な技術交流を通じて、自社の製品開発力に磨きをかけるといったことが考えられる。 

通常、企業が海外展開を行うためには、設立後に相応の時間を費やして国内市場での地位

を固め、財務体質を強化し、企業としての基礎を固める必要があると考えられる。しかし、

経済のグローバル化や情報通信技術の発達に伴い、近年では、設立間もないベンチャー企業

が国境を越えて事業展開をすることは決して珍しいことではなくなってきている（Jones 

and Coviello, 2005）。また、大学発ベンチャーについても例外ではなく、小倉・藤田 （2012）

によると、アンケート回答企業の半数近くが海外展開を実施または予定しており、具体的な

予定はないものの関心を持っている企業を含めるとおよそ 8 割のベンチャーが海外展開に

関心を持っていることが示されている。 

ベンチャー企業の海外展開に関しては、少なからぬ数の先行研究が存在する（例えば、

McDougall et al., 2003; Makela and Maula, 2005）。しかしながら、通常のベンチャー企業

とは異なる性格を持つと考えられる大学発ベンチャーの海外展開がどのような要因に影響

を受けるのかに関しては、ほとんどわかっていない。 

本稿においては、大学発ベンチャーに関するデータと、その立地地域や設立母体となっ

た大学の特性に関する情報とを組み合わせることで、どのような要因が大学発ベンチャー

の海外展開志向の強さに影響を与えているのかについて分析を行った。特に、大学発ベン

チャーの技術志向、ベンチャーの受けた公的支援、立地する地域のビジネス環境、ベンチ

ャー設立時に関係した大学の研究水準に焦点を絞り、それぞれが当該ベンチャーの海外展

開意欲にどう影響するかを検証した。順序ロジットモデルを用いた分析の結果、技術志向

の強い大学発ベンチャーや公的支援を受けた経験を持つ大学発ベンチャーほど強い海外展

開志向を持つこと、大学発ベンチャーの立地する地域で、輸出を行う中小企業の割合が高

いほどベンチャーの海外展開志向も強くなること、大学発ベンチャーの設立時に関係した

母体大学の研究水準が高いほど大学発ベンチャーの海外展開志向が強いことが示された。

また、公的支援の影響に焦点を絞り、ベンチャー企業の受けた公的支援の内容別にその影

響を検証し、公的支援が大学発ベンチャーの海外展開志向を促進するのは、資金的もしく
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は物的な支援を受けた場合に限られることもわかった。 

以下、次節では、関連分野における先行研究を概観・整理した上で、本稿で検証する仮

説を示す。第 3 節では本稿で用いる分析手法やデータについて説明し、第 4 節で分析結果

を示す。最後に、第 5 節で本稿の結論および含意を示す。 

 

２．２．２．２．先行研究先行研究先行研究先行研究と仮説と仮説と仮説と仮説    

ベンチャー企業の国際化に関しては、国際経営学やベンチャー企業研究の分野で、1990

年代から様々な研究者によって注目されてきた。Oviatt and McDougall (1994)は、経営資

源の活用や製品販売を複数の国で行うことにより重要な競争優位を獲得しようという意図

を設立初期から持っている事業組織を指す”International New Venture”という概念を提示

し、活動する国の数と事業活動のコーディネーションの度合いによって国際志向のベンチ

ャー企業を 4 タイプに類型化した。また、彼らは国際志向のベンチャー企業が生まれる条

件を示し、ベンチャー企業の知識集約度の高さが海外で事業を行うことに優位性を与えて

いること、ユニークな経営資源を持つことが海外事業を継続的に実施するためには重要で

あること、などを指摘した。また、Jones and Coviello (2005)はベンチャー企業の国際化を

説明するために、国際経営学の分野における既存の経営理論の適用可能性を検討し、ベン

チャー企業の国際化を促した近年の経済環境の変化を考慮しつつ、ベンチャー企業の国際

化プロセスの概念化を行った。 

これらの研究とともに、ベンチャー企業の国際化に影響する要因を明らかにする研究も

なされてきた。まず、事例研究や実証研究においては、海外進出しているベンチャー企業

は、国内のみで活動しているベンチャー企業に比べ、国際経験・産業経験の豊富な経営者

によって設立されており、より事業の差別化や製品イノベーションを重視していること

(McDougall et al., 2003)、ベンチャー企業の国際化にはベンチャーキャピタル等の資金提

供者が大きな影響を与えていること (Makela and Maula, 2005; Fernhaber and 

McDougall-Covin, 2009)などがわかっている。ブルガリアのベンチャー企業 623 社のサン

プルを用いた研究では、国内の人的ネットワークを豊富に持っていることは新規開業ベン

チャー企業による海外進出を促進する効果があるが、古い企業ほどその効果は弱まること、

規模の大きいベンチャー企業ほど海外進出する傾向があること、産業によって国際化の傾

向に違いが見られること、などがわかっている（Manolova et al., 2010）。 

一方、近年になり、大学の技術を利用したベンチャー企業の設立が増加していることを

背景に、産業発のベンチャー企業とは異なる学術的な科学技術に基づいて設立されたベン

チャー企業についても研究が進んできた。Shane (2004)は、大学や研究機関から生まれた

ベンチャー企業に関する包括的な分析を行っており、特にベンチャー企業という形態での

商業化は、大学における研究の成果が汎用的に活用可能で初期段階の技術的発明である場

合に向いていること、ベンチャー設立による大学知識の商業化は、既存企業の数が多い産

業や、特許による技術保護が有効な産業では成功する確率が高いこと、大学発ベンチャー
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が高い業績を上げるためには、当初の技術を市場の要求に適合させる能力、十分な資金調

達力、母体大学からのサポート等が必要なこと、などを指摘している。 

一方で、大学発ベンチャーが海外展開を行う際に、どのような要因に影響を受けるか、

を探った研究はほとんど存在していないが、例外的な研究としては、Styles and Genua 

(2008)が挙げられる。彼らは、Jones and Coviello (2005)で示されたフレームワークに基づ

き、海外展開を行っているベンチャー2 社と国内のみで事業を行っているベンチャー2 社の

事例を比較し、学術研究の商業化のために設立されたハイテク企業の国際化は、その企業

に関わる学術研究者の持つネットワークにより促進されることを示した。しかしながら、

より一般的に、大学発ベンチャーの海外展開がどのような要因に影響を受けるのかに関し

ては、ほとんどわかっていない。また、データの制約により、定量的な分析に至ってはほ

とんどなされていないのが現状である。そこで、本稿では以下の４つの仮説を検証するこ

とにより、大学発ベンチャーの海外展開志向の強さに影響を与える要因を明らかにする。 

    

仮説１仮説１仮説１仮説１    

強い技術志向を持つ大学発ベンチャー強い技術志向を持つ大学発ベンチャー強い技術志向を持つ大学発ベンチャー強い技術志向を持つ大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

大学発ベンチャーの海外展開の決定要因としてまず考えられるのは、当該ベンチャーが

どのような技術的な背景を持っているかということである。過去の研究では、一般に、イ

ノベーション活動に秀でている企業の方が、輸出活動を行いやすいということが示されて

いる（Cassiman et al., 2010）。また、海外に拠点を設立して経済活動を行う際にも、その

企業が現地企業に対してなんらかの優位性を有していない限り、現地企業より不利になる

ため、現地企業を上回る企業に特有の優位性が必要となると考えられる（Hymer, 1976; 

Zaheer, 1995）。そのような優位性の源泉として、特に小規模なベンチャー企業にとっては

技術力が重要な要素になると考えられる。加えて、国際的な技術交流に際しても、特許に

より保護されているような優れた技術に立脚している企業は海外組織との知識交換を行う

可能性が高いと指摘されている(Andersen, 2006)。さらに、技術志向の強い産業においては、

研究開発に多くの費用を投じている企業ほど海外のパートナーと知識を共有することが容

易であることが示されている（Drejer and Vinding, 2005）。これらのことから、海外市場

における競争力や国際的な技術交流のベースとなる技術力を重視するベンチャーほど容易

に海外展開を行うことができ、海外市場に参入したり、海外組織との技術的交流を行った

りする意欲も高くなると考えられる。 

    

    

仮説２仮説２仮説２仮説２    

公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャー公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

設立後日の浅いベンチャー企業にとって、直面する経営課題に適切に対処することは簡

単なことではないが、特に、財務的な安定性を得ることは最も難しい課題のひとつである。
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このような状況にある企業にとって、国や地方自治体をはじめとした公的な組織からの支

援が得られることは、非常に大きな意味を持つ。特に、民間セクターが投資をしたがらな

い初期の段階にある大学発ベンチャーにとっては、公的な支援は非常に重要な役割を果た

していると考えられている（Audretsch et al., 2002）。また、公的支援は民間資金の呼び水

としての効果もあると指摘されている（Shane, 2004）。そのため、公的支援を受け、企業

経営に財政的な裏付けを得た企業は、様々な事業展開に伴う技術的・市場的リスクに対処

するための企業体力を獲得することになり、海外展開を行うための条件が整うと考えらえ

る。 

 

仮説３仮説３仮説３仮説３    

国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域に立地する大学発ベンチャー国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域に立地する大学発ベンチャー国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域に立地する大学発ベンチャー国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域に立地する大学発ベンチャーほどほどほどほど海海海海

外展開外展開外展開外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

企業が海外ビジネスを行う上では、それに適した環境を持つ地域に立地しているかどう

かが大きな影響を及ぼすと考えられる。例えば、海外ビジネスを行う際必要となるサービ

スを提供する企業や機関が多く立地している地域や海外ビジネスに従事する人材を得やす

い地域では、海外ビジネスを遂行する上で必要な人材・知識を獲得したり必要なサービス

を受けることがより容易になるであろう。先行研究においては、事業に必要な特殊な知識

や人材を得やすい環境に立地していることが、技術志向の企業の経営において重要な役割

を果たしていることが示されている（Audretsch and Feldman, 1996; Capello, 2006）。 

一方、海外ビジネスを行う際に利用することのできるサービス等を提供する企業や機関

は、それらを必要とする企業が集積している地域に多く立地し、より高度なサービスを提

供していると考えられる。また、国際ビジネスに従事する企業が多く立地している地域で

は、国際ビジネスの遂行に有益な情報などを得るための企業間ネットワークも発達してい

る可能性が高い。例えば、多くの国際企業の集まる大都市に立地する大学発ベンチャーは

国際的な知識ネットワークを広く有している傾向があることが明らかにされている

（Taheri and van Geenhuizen, 2011）。加えて、多くの国際企業が経済活動を行っている

地域では、人の移動や通信をスムーズに行うためのインフラストラクチャーも整備されて

おり、ベンチャー企業社員の海外出張や海外取引先によるベンチャー企業への訪問、ある

いは両者間のコミュニケーションも行いやすいであろう。さらに、そのような地域では、

国際ビジネスに必要とされる人材のプールが形成されており、適した人材の獲得機会も多

いと思われる。このため、国際ビジネスを行う企業が多く存在している地域に立地するこ

とは、海外ビジネスの実施を容易にするものと考えられる。 

特に大学発ベンチャーを含む中小企業の場合には、社内資源の制約から、大企業のよう

に自社内において専門的な業務を担当する部署を設けたり、本社子会社間の国際ネットワ

ークを構築することで、社外の環境に頼らずに国際ビジネスを行うことが難しいため、立

地地域の特性からより大きな影響を受けることが予想される。また、比較的規模の小さい
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大学発ベンチャーは、中小企業に適合した知識・人材・サービスを必要としているため、

国際ビジネスを行う中小企業が周囲に多く立地している環境で事業を行うことからより大

きな恩恵を受けるであろう。これらを考え合わせると、国際ビジネスに従事する中小企業

が集積している地域に立地することは、大学発ベンチャーの海外展開意欲を促進すると考

えられる。 

 

仮説４仮説４仮説４仮説４    

研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャー研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほどほどほどほど海外展開海外展開海外展開海外展開への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。への志向性が強い。    

大学において形成された技術・知識へのアクセスや大学教員との接触機会が比較的容易

に得られることは、他の形態の企業と比較した際、大学発ベンチャーの大きな特徴である。

よって、大学発ベンチャーが海外展開を行う際には、その設立に関係した母体大学の特性

も影響するものと考えられる。一般的に、母体大学の知名度は大学発ベンチャーの経済活

動に影響する可能性が高い。例えば、著名な研究機関から設立された大学発ベンチャーは、

そうでないベンチャーに比べ、民間セクターからの外部資金を獲得しやすいと、指摘され

ている（Shane, 2004）。同様に、母体大学の知名度が高いほど海外での認知度も高く、そ

こから生まれたベンチャーが海外展開する際にも有利であると考えられる。また、研究水

準の高い大学では共同研究等の国際交流が活発に行われており、保有する人的ネットワー

クも広いため、所属研究者が海外へアクセスすることが容易であると考えられる。大学発

ベンチャーに関わっている研究者の中には、同時に母体大学にも所属している研究者が多

いため、大学の人的ネットワークを利用できる可能性が高い。過去の事例研究によると、

海外展開を行っている大学発ベンチャーの場合、そのベンチャー企業に属している研究者

の持つネットワークが大きな役割を果たしていることが示されている（Styles and Genua, 

2008）。このような側面を考慮すると、研究水準の高い大学から生まれたベンチャーほど海

外展開を行う機会に恵まれていると考えられる。 

 

 

３．３．３．３．分析手法と分析手法と分析手法と分析手法とサンプルサンプルサンプルサンプル    

３３３３----１１１１．分析手法．分析手法．分析手法．分析手法・データ・データ・データ・データ    

前節において提示された仮説を検証するために、本稿では、日本で設立された大学発ベン

チャーの情報を含むデータベースを用いた統計的分析により、大学発ベンチャーの海外展開

志向の強さに影響を与える要因を特定する。具体的には、大学発ベンチャーの海外展開志向

の強さを 4 段階のカテゴリーに分類し、それが、大学発ベンチャーの企業特性、大学発ベ

ンチャーの立地する地域の特性、大学発ベンチャーの設立に関わった大学の特性にどのよう

に依存しているか、を分析する。説明されるべき変数が順序を持つ尺度であるため、順序ロ

ジットモデルを用いて分析を行う。 

大学発ベンチャーの企業特性、立地する地域、設立に関連した大学に関連する４つの仮説
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を検証するために、本稿では以下のデータを用いた。まず、大学発ベンチャーの海外展開志

向の強さ、および企業特性については、文部科学省科学技術政策研究所（当時）により、

2011 年に実施された『大学等発ベンチャー調査 2011』（小倉・藤田, 2012）の個票データ

を利用した。これは、大学等（大学および独立行政法人研究所）における教育研究に基づく

技術やビジネス手法をもとにして新たに設立されたベンチャー企業1のうち、2009 年度末時

点で活動中かつ所在が判明している 1689 社にアンケートを送付し、有効回答のあった 535

社の様々な企業特性を収録しているユニークなデータベースである。本稿においては、同デ

ータベースに収録されているベンチャーのうち、独立行政法人研究所に関係するものを分析

対象から除き、大学に関連して設立されたベンチャーのみに焦点を当てた分析を行った。ま

た、大学発ベンチャーの立地する地域に関する情報は、『2012 年版中小企業白書』（中小企

業庁, 2012）に収録されている情報を利用した。さらに、大学発ベンチャーの設立に関連し

た大学に関する情報は、文部科学省科学技術政策研究所（当時）による『研究論文に着目し

た日本の大学ベンチマーキング 2011』（阪・桑原, 2012）から抽出した。 

    

３３３３----２．２．２．２．変数変数変数変数とサンプルとサンプルとサンプルとサンプル    

順序ロジットモデルによる分析の被説明変数となるのは、大学発ベンチャーの海外展開海外展開海外展開海外展開

志向の強さ志向の強さ志向の強さ志向の強さである。この変数には、『大学等発ベンチャー調査 2011』において質問されてい

る、海外展開に関する質問に対する各ベンチャーからの回答情報を用いた。具体的には、

同調査において、海外展開を今後実施する意思があるかどうか、あるいは既に実績がある

かどうか、を問う質問に対する回答が「既に海外展開を実施済み」の場合４、「今後１年以

内に実施予定」または「今後２，３年で実施予定」の場合３、「いつかは実施してみたい」

の場合２、「実施を考えてみたことはない」の場合１とした。 

同調査においては、すでに海外展開を実施している企業あるいは予定している企業につ

いては、海外展開の目的（複数回答有）についても質問をしており、回答企業の 84%が市

場・販路の拡大を目的としており、以降、研究開発の実施（23%）、新たな技術・ノウハウ

の獲得（17%）、臨床試験の実施（9%）、その他（4%）と続いている。これを見ると、市場

や販路の開拓と（技術の獲得や臨床試験の実施も含めた）研究開発活動の実施の２つが、

大学発ベンチャーによる海外展開の主要な目的であることがわかる。一方で、海外展開の

具体的な内容については、同調査では質問していないため、知ることはできない。 

                                                   
1 具体的には、（１）大学等の教職員・研究職員・ポスドク（教職員等）、学生・院生（学生

等）を発明人とする特許をもとに起業したもの、（２）大学等で達成された研究成果または

習得した（１）以外の技術に基づいて起業したもの、（３）大学等の教職員等、学生等がベ

ンチャーの設立者となったり、その設立に深く関与するなどして起業したもの（現職の教

職員、学生等が関与したものに加え、教職員等、学生等が退職、卒業した場合については、

当該ベンチャー設立まで他の職に就かなかった場合または退職や卒業等から起業までの期

間が 1 年以内の事例に限り含む。）、（４）大学等、TLO やこれらに関連のあるベンチャー

キャピタルがベンチャーの設立に際して出資をしたもの、のいずれかに該当するものを大

学等発ベンチャーとしている。 
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各説明変数については、以下のように作成した。まず、大学発ベンチャーの技術志向技術志向技術志向技術志向（仮

説１）に関しては、『大学等発ベンチャー調査 2011』の中で、「過去に自社で特許出願経験

あり」と回答し、かつ「自社で研究開発をしている」と回答したベンチャーは１、それ以

外のベンチャーは０の値を取るダミー変数とした。 

一方、仮説２の検証に用いる、大学発ベンチャーの公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験公的支援利用経験についても、同様

に、『大学等発ベンチャー調査 2011』の中で、「過去に国や地方自治体、大学等や関連の団

体による公的支援を利用したことがある」と回答したベンチャーは１、それ以外のベンチ

ャーは０の値を取るダミー変数とした。 

仮説３に関連する、国際ビジネスに従事する中小企業が集積している地域の指標として

は、大学発ベンチャーの立地する地域における中小企業の輸出企業比率輸出企業比率輸出企業比率輸出企業比率を用いた。具体的

には、『2012 年版中小企業白書』（中小企業庁, 2012）に示されている、2008 年時点での、

中小製造業における、（本社の所在する）都道府県ごとの輸出企業割合（パーセント）を利

用した2。 

大学発ベンチャーの起業時に最も関連した大学（母体大学母体大学母体大学母体大学）の研究水準研究水準研究水準研究水準（仮説４）につ

いては、論文データを用いて算出された数値を利用した。ここでは、『大学等発ベンチャー

調査 2011』において、各ベンチャー企業が回答している「起業時に最も関係した大学」を

各ベンチャーの母体大学とした。阪・桑原（2012）に収録されている、1997 年から 2011

年の期間の、自然科学分野における、各大学の総論文数に占める、被引用回数の多い（イ

ンパクトの高い）論文数の割合の平均値を、各大学の研究水準と見なし、その数値が上位

25%に入る大学を母体大学とするベンチャーは１、それ以外のベンチャーは０の値を取るダ

ミー変数とした3。 

また、コントロール変数として、以下の変数を含めた。まず、ベンチャー企業の海外展

開に大きな影響を及ぼすと考えられる企業規模については、従業員数を用いて測定した。

ここでの従業員数とは、常勤・非常勤を合計し、役員も含んだ数である（2011 年時点）。次

に、企業年齢については、設立年をもとに計算した 2011 年におけるベンチャーの企業年齢

を用いた。さらに、当該ベンチャーが過去に黒字化を経験したことがあるかどうかについ

てのダミー変数を含めた。『大学等発ベンチャー調査 2011』の中で、「過去の年度決算で黒

字化したことがある」と回答したベンチャーは１、それ以外のベンチャーは０となるダミ

ー変数を作成した。最後に、業種間の差異を考慮するため、業種ダミーを含めた。サンプ

ル企業を、①医薬品、医療に係る製造業、②その他製造業、③情報通信業、④医薬品製造、

医療に係るサービス業、⑤その他サービス業、⑥その他産業（卸売・小売業、福祉業、農

                                                   
2 輸出企業比率は『平成 21 年工業統計表』（経済産業省, 2009）の再編加工により作成され

ている。 
3 阪・桑原（2012）に収録の「論文に占める Top10％補正論文数の割合（Q値）」を使用し

た。「Top10％補正論文数とは、被引用回数が各年各分野で上位 10％に入る論文の抽出後、

実数で論文数の 1/10 となるように補正を加えた論文数を指す」（同資料より引用）。 



8 
 

林水産業など）の６業種に分け、各々のダミー変数を作成した。これらのコントロール変

数は全て『大学等発ベンチャー調査 2011』より抽出した。 

以上の変数を含むデータベースを、『大学等発ベンチャー調査 2011』のデータと地域特性

および母体大学特性に関する情報とを接合することにより構築した結果、最終的に 457 社

の大学発ベンチャーから成るサンプルが構成された。 

各変数に関する記述統計および各変数間の相関係数を表１、表２に示す。特別に高い相

関係数を示している説明変数は見られないが、企業規模と企業年齢が最も高い値（0.25）を

示している。また、企業年齢とベンチャーの技術志向との間にも同程度の相関（0.25）が見

られる。これらは、スタートアップ企業がある程度の規模の企業に成長し、研究開発活動

を軌道に乗せるためには、一定の年月を要することを反映していると考えられる。 

 



9 
 

 

 

表表表表 1111    各変数の平均、標準偏差、最大・最小値各変数の平均、標準偏差、最大・最小値各変数の平均、標準偏差、最大・最小値各変数の平均、標準偏差、最大・最小値    

 
 

 

 

 

 

 

表２表２表２表２    各変数間の相関係数各変数間の相関係数各変数間の相関係数各変数間の相関係数    

 

 

 

 

 

 

 

 

(サンプル数=457) 平均値 標準偏差 最小値 最大値
1 海外進出志向の強さ（被説明変数） 2.44 1.00 1 4
2 技術志向 0.59 0.49 0 1
3 公的支援利用経験 0.70 0.46 0 1
4 地域輸出中小企業比率 3.08 1.08 0.7 4.6
5 母体大学研究水準 0.51 0.50 0 1
6 企業規模 9.72 13.18 1 117
7 企業年齢 6.99 4.11 1 37
8 黒字化経験有無 0.68 0.47 0 1

(サンプル数=457) 1 2 3 4 5 6 7 8
1 海外進出志向の強さ（被説明変数） 1
2 技術志向 0.23 1
3 公的支援利用経験 0.12 0.21 1
4 地域輸出中小企業比率 0.20 0.08 -0.09 1
5 母体大学研究水準 0.16 0.14 0.06 0.10 1
6 企業規模 0.17 0.11 0.09 0.08 0.10 1
7 企業年齢 0.10 0.25 0.15 0.07 -0.01 0.25 1
8 黒字化経験有無 -0.06 0.00 0.04 0.00 -0.05 0.07 0.20 1
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サンプル企業の特徴については、従業員数で測った企業規模を見ると、サンプル企業の

平均は 10 名程度で、最少 1 名から最大 117 名まで分布していることがわかる。また、企業

年齢は平均で設立後 7 年程度となっている。表中には示していないが、各大学発ベンチャ

ーの設立に最も関係した大学をタイプ別に見てみると、309 社（67.6%）が国立大学、38

社（8.3%）が公立大学、110 社（24.1%）が私立大学となっており、国立大学発ベンチャー

の比率が非常に高くなっている。 

加えて、サンプル企業の立地地域を都道府県別に表示したものを表３に示した。最も多

い 102 社が東京に立地しており、サンプル企業全体の 22.3%を占めている。以下、大阪（42

社）、神奈川（30 社）と続いており、大都市圏に立地する大学発ベンチャーが多いことがわ

かる。 

さらに、サンプル企業の属する産業を表４に示した。最も多いのはその他製造業 149 社

（32.6%）で、その他サービス業（94 社、20.6%）、情報通信業（88 社、19.3%）が続いて

いる。 
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表３表３表３表３    サンプル企業の立地する都道府県サンプル企業の立地する都道府県サンプル企業の立地する都道府県サンプル企業の立地する都道府県    

    

立地都道府県 企業数 割合（％）
東京都 102 22.3
大阪府 42 9.2
神奈川県 30 6.6
福岡県 28 6.1
愛知県 22 4.8
静岡県 22 4.8
京都府 21 4.6
北海道 18 3.9
茨城県 17 3.7
広島県 16 3.5
岡山県 12 2.6
埼玉県 10 2.2
石川県 9 2.0
千葉県 9 2.0
兵庫県 9 2.0
宮城県 7 1.5
群馬県 7 1.5
滋賀県 6 1.3
岩手県 5 1.1
福井県 5 1.1
香川県 4 0.9
山形県 4 0.9
奈良県 4 0.9
愛媛県 3 0.7
岐阜県 3 0.7
熊本県 3 0.7
高知県 3 0.7
三重県 3 0.7
青森県 3 0.7
長野県 3 0.7
徳島県 3 0.7
富山県 3 0.7
福島県 3 0.7
佐賀県 2 0.4
山口県 2 0.4
山梨県 2 0.4
新潟県 2 0.4
大分県 2 0.4
鳥取県 2 0.4
沖縄県 1 0.2
宮崎県 1 0.2
鹿児島県 1 0.2
長崎県 1 0.2
栃木県 1 0.2
和歌山県 1 0.2
計 457 100.0
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表４表４表４表４    サンプル企業の属する産業サンプル企業の属する産業サンプル企業の属する産業サンプル企業の属する産業    

 

 

 

 

 

産業 企業数 割合（％）

医薬品、医療に係る製造業 50 10.9

その他製造業 149 32.6

情報通信業 88 19.3

医薬品製造、医療に係るサービス業 44 9.6

その他サービス業 94 20.6

その他産業 32 7.0

計 457 100.0
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４．４．４．４．分析結果分析結果分析結果分析結果    

大学発ベンチャーの海外展開志向の強さを決定する要因を順序ロジット分析を用いて検

証した分析結果を、表５に示す。 

まず、強い技術志向を持つ大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強い（仮説１）

かどうかを検証する。各大学発ベンチャーの技術志向を示す変数の係数は正の符号を持ち、

統計的にも有意である。このことは、強い技術志向を持つ大学発ベンチャーほど海外展開

への志向性が強いことを示唆している。 

次に、公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強い（仮

説２）かどうかについて見てみると、各大学発ベンチャーが公的支援を受けた経験がある

かどうかを示すダミー変数の係数は正の符号を持ち、統計的にも有意である。このことか

ら、公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が強いことが

わかる。 

さらに、中小企業にとって海外ビジネスを行いやすい環境にある地域に立地する大学発

ベンチャーほど海外展開への志向性が強い（仮説３）かどうかについても、各大学発ベン

チャーの立地する都道府県の輸出企業割合を示す変数の係数は、有意に正の符号を示して

おり、中小企業にとって海外ビジネスを行いやすい環境にある地域に立地する大学発ベン

チャーほど海外展開への志向性が強いという仮説を支持している。 

最後に、研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほど海外展開への志向性が

強い（仮説４）かどうかについては、各大学発ベンチャーの設立時に母体大学となった大

学の研究水準の高さを示すダミー変数の係数もまた正の符号を持ち、統計的にも有意であ

る。このことは、研究水準の高い大学から生まれた大学発ベンチャーほど海外展開への志

向性が強いことを示唆している。 

コントロール変数として含めた変数の中では、企業規模が海外展開志向に対して非常に

強い影響を与えていることがわかる。その一方、企業年齢や業種ダミーは有意な影響を与

えていない。 

以上の結果より、大学発ベンチャーの海外展開志向の強さを決定する要因に関する仮説

１から仮説４までの全てが支持された。すなわち、大学発ベンチャーが①強い技術志向を

持つほど、②公的支援を受けた経験があるほど、③中小企業にとって海外ビジネスを行い

やすい環境にある地域に立地しているほど、④研究水準の高い大学から生まれたほど、当

該ベンチャーの海外展開志向は強くなるということが示された。 
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上記分析においては、公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開への

志向性が強いとする仮説２が支持されたが、次に、追加的な分析として、公的支援の内容

によって、大学発ベンチャーの海外展開志向の強さに与える影響が異なるかどうかを検証

する。『大学等発ベンチャー調査 2011』においては、公的支援の有無だけではなく、公的支

援を受けた経験のあるベンチャーに対してはその受けた公的支援の内容についても質問を

している。具体的には、受けた公的支援の内容が①資金的支援、②アドバイス、③施設・

設備、土地等の支援、④その他の支援、のいずれであったかを訊いている（複数回答有）。

そこで、その情報を利用し、どのような内容の公的支援が大学発ベンチャーの海外展開に

影響を与えたのかを調べた。 

分析方法としては、上記分析において用いた、「大学発ベンチャーの公的支援利用経験」公的支援利用経験」公的支援利用経験」公的支援利用経験」

に関するダミー変数の代わりに、各大学発ベンチャーが受けた支援の内容を示すダミー変

数を回帰式に含めた。つまり、①資金的支援資金的支援資金的支援資金的支援、②アドバイスアドバイスアドバイスアドバイス、③施設・設備、土地等の支施設・設備、土地等の支施設・設備、土地等の支施設・設備、土地等の支

援援援援、④その他の支援その他の支援その他の支援その他の支援、のそれぞれについて、利用したことがあれば１、なければ０のダミ

ー変数を作成し、それらを含めたモデルを用いた分析を行った4。 

 分析結果は、表６に示されている。それを見ると、公的支援については、資金的な支援

を受けた場合及び施設・設備・土地等の支援を受けた場合のみ、ベンチャー企業の海外展

開志向の強さに有意に正の影響を与えており、他の支援策は有意な影響を与えていないこ

とがわかる。このことから、公的支援を受けた経験のある大学発ベンチャーほど海外展開

への志向性が強いが、それは資金的あるいは物的な支援を受けた場合に限られることがわ

かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
4 6 社からは支援内容に関する回答が得られなかったため、分析に使用されたサンプル数は

451 社となっている。 
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表６表６表６表６    順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：公的順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：公的順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：公的順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：公的

支援の内容別分析支援の内容別分析支援の内容別分析支援の内容別分析    

 

 

 

注）( )内は標準誤差。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%の有意水準を表す。 

 

 

被説明変数：海外進出志向の強さ

技術志向 0.5790***
(0.2086)

公的支援利用経験：資金的支援 0.4012**
(0.1936)

公的支援利用経験：アドバイス 0.0150
(0.1957)

公的支援利用経験：施設・設備・土地等の支援 0.4378**
(0.2164)

公的支援利用経験：その他の支援 0.5893
(1.2263)

地域輸出中小企業比率 0.3237***
(0.0846)

母体大学研究水準 0.4528**
(0.1804)

企業規模 0.0152**
(0.0070)

企業年齢 0.0127
(0.0231)

黒字化経験有無 -0.1831
【業種ダミー　（RGその他産業）】 (0.1947)
医薬品、医療に係る製造業 0.4185

(0.4421)
その他製造業 -0.1295

(0.3775)
情報通信業 -0.1157

(0.3912)
医薬品製造、医療に係るサービス業 -0.2543

(0.4342)
その他サービス業 -0.2654

(0.3916)

サンプル数 451
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続いて、大学発ベンチャーのタイプの違いにより分析結果がどのような影響を受けるの

かについて詳細に検証するため、サンプル全体をグループ毎に分割したサブサンプル分析

を行った。最初に、各ベンチャー企業の母体となった大学の種別による影響を調べた。第 3

節で示したように、全サンプル企業のうち、68%が国立大学、24%が私立大学となっている。

大学発ベンチャーの海外展開志向に影響を与える諸要因の働きが、国立大学と私立大学で

異なるかどうかについて、両者を区別したサンプルを用いて分析した。分析結果を見ると、

国立大学発ベンチャーでは技術志向が海外展開志向の強さに非常に強い正の影響を与えて

いる一方、私立大学発ベンチャーでは有意な影響を与えていないことがわかる。また、母

体大学の研究水準についても、国立大学発ベンチャーのみにおいて、有意な正の影響が観

察されている。反対に、公的支援の利用経験の有無は、国立大学発ベンチャーでは海外展

開志向の強さに有意な影響を与えていないが、私立大学発ベンチャーでは有意な正の影響

を与えていることがわかる。立地地域の輸出中小企業比率については、両グループともに

有意な影響が観察されている。この結果は、国立大学発ベンチャーでは技術力に立脚した

海外展開を視野に入れるベンチャーが多く、母体大学のリソースを利用できる機会も多い

こと、私立大学発ベンチャーでは公的機関等による支援により海外展開に結び付く条件が

作られうること、を示唆していると考えられる。 
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表７表７表７表７    順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：国立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：国立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：国立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：国立

大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャー別のサブサンプル分析大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャー別のサブサンプル分析大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャー別のサブサンプル分析大学発ベンチャー・私立大学発ベンチャー別のサブサンプル分析    

 

 

注）( )内は標準誤差。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%の有意水準を表す。 

 

被説明変数：海外進出志向の強さ 国立大学 私立大学

技術志向（仮説１） 1.0057*** 0.0331
(0.2605) (0.4408)

公的支援利用経験（仮説２） 0.2781 0.7524*
(0.2591) (0.4161)

地域輸出中小企業比率（仮説３） 0.2655*** 0.3379*
(0.1027) (0.1797)

母体大学研究水準（仮説４） 0.5710** 0.1445
(0.2351) (0.4284)

企業規模 0.0194** 0.0099
(0.0091) (0.0145)

企業年齢 0.0317 -0.0466
(0.0274) (0.0411)

黒字化経験有無 -0.1728 -0.2964
【業種ダミー　（RGその他産業）】 (0.2365) (0.3988)
医薬品、医療に係る製造業 0.5303 0.0330

(0.5633) (0.9276)
その他製造業 0.1828 -0.9232

(0.5023) (0.6591)
情報通信業 0.2556 -0.6376

(0.5074) (0.6870)
医薬品製造、医療に係るサービス業 0.1629 -1.1521

(0.5742) (0.9084)
その他サービス業 -0.1031 -0.5892

(0.5312) (0.6430)

サンプル数 309 110
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次に、本分析に使われているサンプルに含まれる大学発ベンチャーには、様々な企業年

齢を持つ企業が含まれていることを考慮し、企業年齢の非常に若い企業と設立後比較的長

い時間を経た企業の海外展開志向に対して、これらの要因がどのように作用するのかを検

証した。そのため、設立後 5 年以内のベンチャーと 6 年以上経過したベンチャーのグルー

プにサンプルを分割し、分析を行った。結果を見ると、設立後 5 年以内の企業年齢の若い

ベンチャーでは公的支援利用経験および母体大学の研究水準が有意に影響しているが、6 年

以上経過しているベンチャーでは技術志向が強く影響していることがわかる。これらの結

果から、設立後非常に日の浅いベンチャーでは母体大学におけるリソースの多寡に影響さ

れる部分が大きく、また公的支援により海外展開を目指すための企業基盤が安定する効果

が強い一方で、設立後十分に時間の経過したベンチャーでは、海外市場での競争力の源泉

となる企業自身の技術力が海外展開志向を決定する要因として重要になってくるのではと

考えられる。 
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表８表８表８表８    順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：設立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：設立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：設立順序ロジットモデルによる大学発ベンチャーによる海外展開の決定要因分析：設立

後後後後 5555 年以下企業・設立後年以下企業・設立後年以下企業・設立後年以下企業・設立後 6666 年以上企業別のサブサンプル分析年以上企業別のサブサンプル分析年以上企業別のサブサンプル分析年以上企業別のサブサンプル分析    

 

注）( )内は標準誤差。***, **, *はそれぞれ 1%, 5%, 10%の有意水準を表す。 

 

 

被説明変数：海外進出志向の強さ 設立後5年以下 設立後6年以上

技術志向（仮説１） 0.4946 0.9014***
(0.3268) (0.2819)

公的支援利用経験（仮説２） 0.5116* 0.3791
(0.3069) (0.2772)

地域輸出中小企業比率（仮説３） 0.2172* 0.3654***
(0.1275) (0.1126)

母体大学研究水準（仮説４） 0.5144* 0.3256
(0.2823) (0.2352)

企業規模 0.0228 0.0183**
(0.0167) (0.0080)

企業年齢 -0.0291 0.0288
(0.1349) (0.0288)

黒字化経験有無 -0.3225 -0.0427
【業種ダミー　（RGその他産業）】 (0.2966) (0.2716)
医薬品、医療に係る製造業 0.6501 0.3796

(0.6589) (0.6048)
その他製造業 0.1306 -0.3085

(0.5836) (0.5141)
情報通信業 0.4548 -0.4210

(0.6101) (0.5205)
医薬品製造、医療に係るサービス業 0.5386 -0.6830

(0.6757) (0.5880)
その他サービス業 0.4049 -0.6265

(0.6356) (0.5168)

サンプル数 183 274
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５．５．５．５．結論結論結論結論    

本稿においては、大学に関連して設立されたベンチャー企業に対するアンケート調査に

基づいて構築された、大学発ベンチャー457 社を含むデータを用いて、大学発ベンチャーの

海外展開志向の強さに対して、大学発ベンチャーの企業特性、ベンチャー企業の立地する

地域の特性、設立母体となった大学の研究水準などがどのような影響を与えているのかを

分析した。分析にあたっては、大学発ベンチャーの海外展開志向の強さを決定する要因に

関する 4 つの仮説を提示し、各仮説に関連する要因が大学発ベンチャーの海外展開志向の

強さを説明するような計量経済モデルを推計することで、仮説の妥当性を検証した。 

 推計結果は、技術志向の強い大学発ベンチャーや公的支援を受けた経験を持つ大学発ベ

ンチャーほど強い海外展開志向を持つことを示している。また、大学発ベンチャーの立地

する地域で、輸出を行う中小企業の割合が高いほど海外展開志向も強くなることが示唆さ

れている。さらに、大学発ベンチャーの設立時に関係した母体大学の研究水準が高い時、

大学発ベンチャーの海外展開志向も強いことがわかった。 

また、公的支援の影響に焦点を絞り、ベンチャー企業の受けた公的支援の内容別にその

影響を検証した。分析結果からは、公的支援が大学発ベンチャーの海外展開志向を促進す

るのは、資金的及び物的な支援を受けた場合に限られることがわかった。 

 本研究の結果から、以下のような政策インプリケーションが得られる。まず、技術志向

の強い大学発ベンチャーや研究力に優れた大学から生まれたベンチャーの中には潜在的に

海外展開に意欲を持つ企業が多数存在すると思われるため、それらのベンチャーが海外展

開を計画する際にその障害となる条件を取り除くことで、国際的に活動するベンチャー企

業の成長を促進することができると考えられる。また、一般に、公的支援は大学発ベンチ

ャーの海外展開の助けになると考えられるが、分析結果から、そのような効果がより強く

期待できるタイプのベンチャーとそれほど影響しないベンチャーが存在すると考えられる。

具体的には、例えば、私立大学発のベンチャーは、公的支援を受けることで海外展開を行

おうとする意欲が大きく上昇する可能性が高い。その際には、資金的・物的な公的支援を

供与すると、ベンチャーの海外展開意欲を促進する効果がより高いものと思われる。さら

に、分析結果から、国際ビジネスに従事する中小企業の比率が高い地域に立地する大学発

ベンチャーは高い海外展開意欲を持っていることが示されたが、この理由として、輸出を

行っている中小企業比率の高い大都市圏や滋賀県・福井県などでは、中小企業が国際ビジ

ネスを行う際に必要となるサービス、インフラストラクチャーあるいはビジネスネットワ

ークが豊富に存在している可能性が考えられる。このことを逆に考えれば、国際ビジネス

を効率よく行うための立地環境に恵まれない大学発ベンチャーが海外展開を目指している

際に、必要な情報や国際業務支援サービスとの適切なマッチングを公的機関が行うことで、

そのようなベンチャーの海外展開を促進する効果が高くなるかもしれない。 

 本稿の分析の限界としては、まず、大学発ベンチャーによる海外展開の具体的な内容が

分からないことが挙げられる。データベースの基となったアンケート調査においては、海
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外展開の具体的な内容については質問していないため、各ベンチャーがどのような海外展

開を行っているのか、あるいは海外展開を予定しているという時にどのような活動を想定

しているのか、については不明である。例えば、市場獲得を狙った海外展開の具体的な内

容が、海外拠点の設立なのか、輸出先の開拓なのか、等については知ることができない。

また、既に海外展開を実施済みであると回答しているベンチャーについて、どのタイミン

グで海外展開を実施したのかに関する情報がないことも、本分析の限界である。 

 今後の分析課題としては、まず、大学発ベンチャーの経営者属性の影響を分析すること

が考えられる。過去の研究によると、大学発ベンチャーの経営には、その経営者の職業上

のバックグラウンドが影響していることが示されている（例えば、Shane, 2004）。各ベン

チャー企業の経営者の属性（例えば、海外における事業経験など）や人材の国際移動に関

する情報を利用し、それが大学発ベンチャーの海外展開志向にどのような影響を与えてい

るのかを分析する可能性が考えられる。また、大学発ベンチャーの海外展開志向に影響す

る要因について、各国のベンチャーの間で違いが見られるかどうかについて比較研究する

ことも考えられる。本研究に用いたデータは日本国内の大学発ベンチャーのみを含んでお

り、そのような国際比較を行うには十分ではないが、他国の大学発ベンチャーに関する同

様のデータベースを用いることができれば、比較研究や各国特有の事情を考慮した分析も

可能となるものと思われる。 
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